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Clinical Question 4 
肘部管症候群術後にハンドセラピィを行うことは有効か？ 

  

推奨文 肘部管症候群術後のハンドセラピィでは，早期に関節可動域訓練を行うこと

を提案する． 

推奨の強さ 弱い 
エビデンスの確実性 弱い（C） 
  
１．重要臨床課題の確認 
肘部管症候群に対し，保存療法が奏功しない場合には手術療法が行われる．一方，術後にハンドセ

ラピィを行うことが有効か，また，どのような術後アプローチが機能回復を促進しうるかに関するエ

ビデンスは十分に整理されていない．本 CQでは，肘部管症候群術後のハンドセラピィの有効性を検
討する． 
２．エビデンス評価 
・検索 
系統的文献検索を行い，2件のランダム化比較試験（RCT）を採用し，2件の観察研究を追加し
た．採用した RCTは，術後関節可動域訓練に関するものが 1件 1)，術後電気刺激に関するものが 1
件 2)であった．追加した 2件の観察研究 3,4)は，いずれも術後関節可動域訓練に関する報告であった． 
・評価 

Warwickら 1)は，肘部管開放術に上腕骨内側上顆切除を併用した術後患者に対する RCTにおい
て，手術当日から関節可動域訓練を実施した 26例 26肘（早期運動群）と術後 14日から関節可動域
訓練を実施した 29例 31肘（遅延運動群）を比較した．退院時評価において，肘関節伸展制限の発生
率は，遅延運動群の 52%に対し，早期運動群では 4%と有意に少なかった．疼痛および握力には有意
な群間差を認めなかった．復職時期は，遅延運動群が平均 4か月，早期運動群が平均 2.2か月であっ
た． 

Seradgeら 3)は，肘部管開放術に上腕骨内側上顆切除を併用した術後患者に対する観察研究におい

て，手術当日から関節可動域訓練を実施した 20例 20肘（早期運動群）と術後平均 14日から関節可
動域訓練を実施した 23例 25肘（遅延運動群）を比較した．術後 6か月における肘関節可動域は早期
運動群で有意に良好であり，肘関節伸展制限の発生率は，早期運動群の 5%に対し，遅延運動群では
52%であった．握力，疼痛には有意な群間差を認めなかった．復職時期は，早期運動群が 1～4か月
（中央値 2か月），遅延運動群が 2～8か月（中央値 4か月）であった． 

Weirichら 4)は，尺骨神経皮下前方移行術後患者に対する観察研究において，手術当日から関節可

動域訓練を実施した 20例（早期運動群）と平均 14.4日間の外固定後に関節可動域訓練を実施した 16
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例（遅延運動群）を比較した．術後平均 22か月時点における疼痛，握力，ピンチ力，MMT，知覚機
能において，有意な群間差を認めなかった．一方，復職時期は遅延運動群の 2.75か月に比べ，早期運
動群では 1か月と有意に早かった．合併症として，術後早期の症状増悪が早期運動群 3例，遅延運動
群 2例に認められた．また，表在性創部感染が 2例，再手術が 2例報告されたが，表在性創部感染お
よび再手術の群別内訳は示されていなかった． 

Powerら 2)は，重症肘部管症候群の術後患者に対する RCTにおいて，電気刺激を加えた 20例（電
気刺激群）と偽電気刺激を加えた 11例を比較した．電気刺激は，皮膚閉鎖前に尺骨神経近傍へ経皮
的に電極を一時留置し，回復室において電気刺激を加えた後に，電極を抜去した．電気刺激群では，

術前と比較して，握力およびピンチ力が術後 1，2，3年時に，複合筋活動電位振幅が術後 2，3年時
に有意に改善した．群間比較では，電気刺激群におけるピンチ力の改善量が有意に大きかった． 
・統合 
採用した 1件の RCTおよび 2件の観察研究では，早期関節可動域訓練が肘関節伸展制限の予防お
よび復職の早期化に有利であることが概ね一致して示された．一方，疼痛，握力などの指標において

は，早期関節可動域訓練の有効性を一貫して支持する十分なエビデンスは得られなかった．害につい

ては，1件の報告でのみ具体的な記載があったが，早期関節可動域訓練との関連性は不明である． 
対象となる論文は，2件の RCTおよび 2件の観察研究に限られ，効果推定の不精確性が懸念され
た．また，術後電気刺激については，一定の効果を認めたものの，経皮的な一時留置電極を用いた特

殊な方法であることから，適用に関する非直接性が認められた．さらに，割付の隠蔽化および盲検

化，選択バイアスや実行バイアスといったバイアスリスクが懸念された．以上より，エビデンス総体

の確実性は「弱い（C）」と判断した． 
３．総合評価 
肘部管症候群の術後に，早期関節可動域訓練を行うことは，肘関節伸展制限の予防および復職の早

期化という点で益が期待できる．一方，疼痛，筋力および知覚機能においては有効性が示されなかっ

た．術後電気刺激については，一定の効果を認めたものの，特殊な治療法であることから，適用に関

する非直接性が認められた．また，効果推定の不精確性やバイアスリスクの懸念から，エビデンスの

確実性には限界がある．したがって，推奨の強さは「弱い」，エビデンス総体の確実性は「弱い

（C）」と判断した． 
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